
職員エンゲージメント向上支援業務委託募集要領 

 

 上記業務委託を実施するため、公募型プロポーザル方式により事業者を募集します。 

 

令和８年７月17日 

 

１ 事業の趣旨・目的 

 本市においてメンタル不調による休職者や普通退職者が例年一定数いることや限ら

れた人材を最大限に活用しつつ組織力を高めながら、複雑・多様化する行政課題の解

決に取り組むためには、職員のエンゲージメント（組織や仕事への貢献意欲・門真市

に対する愛着心）を高めることで、職員の能力を最大限に引き出し、発揮させ、組織

力の向上、ひいては市民サービスの向上につなげていくことができるよう、職場環境

の整備が重要であることから、令和４年度から定期的に職員のエンゲージメントを調

査して可視化し、組織や各職場の特徴、課題を分析し、管理職がマネジメントに役立

てられるように職員のエンゲージメント向上に取り組んでいる。 

 そこで、本取組を推進するには民間事業者のノウハウを最大限に生かすことが有効

であると考えることから、伴走的に本市を支援する事業者をプロポーザル方式で選定

するため、以下のとおり公募するもの。 

 

２ 業務概要 

⑴ 委託名 職員エンゲージメント向上支援業務委託 

⑵ 委託内容 別紙「職員エンゲージメント向上支援業務委託仕様書」のとおり 

⑶ 委託期間 契約締結日から令和10年３月31日まで 

⑷ 実施場所 門真市役所（門真市中町１番１号）及び受注者の事業所 

⑸ 提案限度価格 20,121,818円（消費税及び地方消費税を含まない） 

⑹ 支払限度額内訳 

期間 金額（税抜） 

契約締結日から令和９年３月31日まで 10,060,909円 

令和９年４月１日から令和10年３月31日まで 10,060,909円 

    

３ 参加資格 

企画提案に参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たしていること。 



⑴ 地方自治法施行令第167条の４（昭和22年政令第16号）の規定に該当しない者

であること。 

⑵ 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項又は第２項の規定による再

生手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。

ただし、同法第33条第１項の再生手続開始の決定を受けた者については、その者

に係る同法第174条第１項の再生計画認可の決定が確定した場合にあっては、再

生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。 

⑶ 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項又は第２項の規定による更

生手続開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとさ

れる更生事件（以下「旧更生事件」という。）に係る同法による改正前の会社更

生法（昭和27年法律第172号。以下「旧法」という。）第30条第１項又は第２項

の規定による更生手続開始の申立てを含む。以下「更生手続開始の申立て」とい

う。）をしていない者又は更生手続開始の申立てをなされていない者であること。 

ただし、同法第41条第１項の更生手続開始の決定（旧更生事件に係る旧法に基づ

く更生手続開始の決定を含む。）を受けた者については、その者に係る同法第199

条第１項の更生計画の認可の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生計画認可

の決定を含む。）があった場合にあっては、更生手続開始の申立てをしなかった

者又は更生手続開始の申立てをなされなかった者とみなす。 

⑷ 門真市建設工事等入札参加停止に関する要綱（平成18年12月６日施行）に基づ

く入札参加停止措置を受けていない者又は本市の入札参加資格者名簿の登録の有

無に関わらず同要綱別表に掲げる措置要件に該当しない者であること。 

⑸ 門真市公共工事等に関する暴力団排除措置要綱（平成25年４月１日施行）に基

づき入札参加除外措置を受けていない者又は本市の入札参加資格者名簿の登録の

有無に関わらず同要綱別表に掲げる措置要件に該当しない者であること。 

⑹ その他前各号に掲げる要件に類し、参加することが著しく不適当と認められる

者でないこと。 

⑺ 令和３年４月１日から受付締切日までに本市（900人想定）と同等若しくはそれ

以上の調査規模で地方公共団体又は民間企業等を対象にしたエンゲージメントを

把握するための調査・分析を実施運営した実績かつ、その結果を踏まえた改善支

援を行った実績を有し、誠実に履行したこと。 

⑻ ４⑶ウ（ｿ）クラウドサービス情報セキュリティ要件確認事項の全ての項目にお

いて要件を満たすこと（一部要件を満たす場合も含む）や要件を満たさない場合



であっても代替策があること。 

 

４ 参加手続 

⑴ 募集要領等の配布 

募集要領等は本市ホームページ（https://www.city.kadoma.osaka.jp/）の「入 

札・契約情報」からダウンロードで配布するほか次のとおり交付する。 

ア 交付期間及び交付時間 

令和８年７月17日（金）から令和８年８月13日（木）まで（日曜日、土曜日

及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日を除く。）

の午前９時から午後５時30分まで（正午から午後０時45分までを除く。） 

イ 交付場所 

門真市中町１番１号 門真市役所 本館３階 

門真市総務部人事課人事研修グループ 

 ⑵ 募集要領等に対する質問がある場合には、次のアに定める期間に次のイの問合

せ先へ質問書（様式Ａ）を使用して、電子メールにて質問すること。また、電子

メール送信後は確認のため、電話で送信した旨の連絡をすること。 

ア 期間 

令和８年７月17日（金）から令和８年７月31日（金）午後５時30分まで 

ただし、送信後の電話確認については、午前９時から午後５時30分まで（日

曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く。）に行うこと。 

イ 問合せ先 

門真市中町１番１号 門真市役所 本館３階 

総務部人事課人事研修グループ    

担当：馬上、豊田 

電話  06（6902）1231(代表)（内線：2233～2235） 

06（6902）5702(直通) 

E-mail： jinji@city.kadoma.osaka.jp 

ウ 質問に対する回答 

質問に対する回答は、令和８年８月７日（金）に本市ホームページ

（https://www.city.kadoma.osaka.jp/）に掲載します。ただし、質問が無い場

合は掲載しません。 

⑶ 提出方法等 



  ア 提出期間 令和８年７月17日（金）から令和８年８月13日（木）（土曜日、日

曜日、国民の休日に関する法律に規定する日を除く。）の午前９時から午後５時

30分まで（正午から午後０時45分までを除く。）までとする。郵送の場合、到達

期限は同日必着とする。提出期間以外に提出された提出書類は、いかなる理由

があっても受理しない。 

  イ 提出先及び提出方法   

   ４(2)イと同じ。持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

  ウ 提出書類 

(ｱ) 参加申込書（様式１） 

(ｲ) 企画提案書（概要版） 

(ｳ) 企画提案書 

(ｴ) 見積書（消費税及び地方消費税を除く。） 

(ｵ) 経費内訳書（消費税及び地方消費税を除く。） 

(ｶ) 会社・団体等概要（パンフレット等でも可） 

(ｷ) 業務実績調書（様式Ｂ） 

(ｸ) 委任状（本社又は本店以外で締結する場合）（様式２） 

(ｹ) 印鑑証明書の写し（法人の場合は法務局で発行する代表者印鑑証明書、 

個人の場合は代表者居住地の市区町村で発行する印鑑登録証明書） 

(ｺ) 商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書）の写し（法人のみ） 

(ｻ) 代表者の身分に関する証明の写し（個人のみ） 

(ｼ) 次の各税金を納付し、納税証明書の写しが提出できるものであること。 

・市内業者又は準市内業者にあっては、法人の場合は、法人税、消費税及び 

地方消費税、直前２年分の法人市民税、個人の場合は、所得税、消費税及 

び地方消費税、直前２年分の市・府民税 

・市外業者にあっては、法人の場合は、法人税、消費税及び地方消費税、個 

人の場合は、所得税、消費税及び地方消費税 

(ｽ) 使用印鑑届（様式Ｃ） 

(ｾ) 誓約書（門真市公共工事等に関する暴力団排除措置要綱様式第１号） 

(ｿ) クラウドサービス情報セキュリティ要件確認事項 

 

※ (ｲ)～(ｵ)については、別紙「企画提案書作成要領」を参照すること。 

※ (ｹ)～(ｼ)については、発行日から３箇月以内のもの。 



※ (ｸ)～(ｽ)については、門真市の令和８年度入札参加資格者名簿に登録さ

れている業者については提出不要 

 ※ 市内業者とは、本店の所在地及び門真市と直接取引する支店又は営業所

等の所在地が本市の区域内にある者を言う。 

   準市内業者とは、本店の所在地が本市の区域外にあり、門真市と直接取

引する支店又は営業所等の所在地が本市の区域内にある者を言う。 

市外業者とは、市内業者及び準市内業者を除いた者を言う。 

 

  エ 提出部数 

(ｲ)～(ｷ)については、６部（正本１部、副本５部）。それ以外については、１部 

 

５ 参加資格確認結果通知の交付 

提出書類に基づき審査した結果、参加資格要件を満たすと認めた者をプレゼン

テーション選定の対象者とし、令和８年８月 21 日（金）に結果通知書を電子メー

ルにて通知する。 

なお、通知を受けてからプレゼンテーション審査日までに参加資格の要件を欠く

事由が生じた場合は参加できない。 

 

６ 評価方法等 

⑴ 評価基準 

別紙「評価基準」のとおり 

⑵ プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

企画提案書について、プレゼンテーション及びヒアリングを実施する。開催日時、

場所については、別途通知する。 

 ア  審査方法 

ⅰ プレゼンテーションによる質疑応答 

ⅱ 所定時間はプレゼンテーション 15分、質疑応答 10分～15 分程度とする。 

ⅲ 説明に用いる資料は、事前に提出された企画提案書のみとする 

（データ活用可） 

イ 注意事項 

ⅰ プロジェクター、スクリーン及びポインターは市で準備する。ただし、パ

ソコンは各事業者で準備すること。 



ⅱ プレゼンテーション参加者は、他の参加者の企画提案を傍聴することはで

きないものとする。 

ⅲ 参加人数は、１提案者４名までとする。 

ⅳ プレゼンテーション当日に新たな説明資料を追加することはできないもの 

とする。 

ⅴ 指定の時間に正当な理由なく不参、遅延した場合には、審査対象から除外

する。 

   ⅵ 指定した日時の変更はできないものとする。 

⑶ 評価方法 

企画提案書、プレゼンテーション及びヒアリングについて、評価基準に示す観点

から、総合的に公平かつ客観的な選考を行うものとする。 

⑷ 候補者の選定方法 

ア 失格者を除いた者の内、⑴評価基準の総合点が最も高い者を、受注候補者と

して選定する。 

イ 最高点の者が複数の場合は、次の順位で優位に評価するものとする。  

①評価項目「支援」の得点が高い者 

②評価項目「改善策」の得点が高い者 

③提案価格が低い者 

ウ ア、イにかかわらず、総合点が満点の６割（300点）未満の場合は、受注候補

者として選定しない。 

 ⑸ 失格となる受託候補者 

次に掲げる事項に該当する者は、失格とする。 

ア 提出した書類に虚偽の内容を記載した場合 

イ 本募集要領に示した企画提案書等の作成及び提出に関する条件に違反した

場合 

ウ 市の示す仕様を満たさない提案を行った場合 

エ 評価の公平性に影響を与える行為があった場合 

オ 記名又は押印を要する書類にあっては記名又は押印を欠いた書類を提出し

た場合 

カ 参加資格を満たしていない場合 

キ 参加期日までに所定の書類が整わなかった場合 

ク 「提案書等」の提出関係書類を複数案提出した場合 



ケ 提出期限を過ぎて必要書類及び提出資料が提出された場合 

コ  事業者募集中、選定中及び契約締結までに応募資格を満たさなくなった場   

 合 

サ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行った場合 

 

７ 選定結果の通知・公表 

受注候補者選定後、受注候補者又は選考の参加者全員に選定又は非選定の結果を通

知する。また、選定結果通知後すみやかに、下記項目において本市ホームページの「入

札・契約情報」にて次の内容を公表する。 

⑴ 受注候補者及び次点候補者名及び総合点 

⑵ 会議録 

 

８ 契約手続 

⑴ 受注候補者と門真市との間で、委託内容、経費等について再度調整を行った上

で協議が調った場合、随意契約により契約を締結する。 

⑵ 契約の締結に際しては、契約金額の100分の５以上の契約保証金を納めること。

ただし、門真市契約に関する規則第21条各号に該当するときは、契約保証金の納

付を免除する。 

⑶ 支払条件 毎月払 

  ただし、調査の準備をすることに伴って初期費用が発生する場合は、当該業務

に係る部分については、完了払いとする。 

⑷ 契約規則の閲覧 

門 真 市 契 約 に 関 す る 規 則 に つ い て は 、 本 市 ホ ー ム ペ ー ジ

（https://www.city.kadoma.osaka.jp/）で閲覧することができる。 

⑸ 受注候補者が、特別な事情等により契約を締結しない場合は、その理由を記載

した辞退届を提出すること。なお、この場合、次順位者を候補者とすることがで

きる。 

⑹ 契約金額の決定に当たっては、価格交渉の後、見積書に記載された金額に当該

金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額）をもって契約金額とするので、受注候補者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を見積書の金額とする

https://www.city.kadoma.osaka.jp/


こと。 

 

９ プロポーザルの延期又は中止 

 ⑴ 次のアからエまでのいずれかに該当する場合は、本プロポーザルを中止します。 

  ア 参加申込受付締切りの結果、参加申請者が１に満たない場合 

  イ 参加資格の事前審査の結果、参加を認めた者の数が１に満たない場合 

ウ 審査の結果、受注候補者となるべき者がいなかった場合 

  エ 天災等、特別の事情がある場合 

 ⑵ 天災等、その他特別の事情がある場合は各期日を延期することがあります。 

 

10 その他 

 ⑴ 参加申込書の提出後に取下する場合は、取下書（様式第６号）により届け出る

ものとする。 

⑵ 企画提案書については、１者につき１提案に限る。 

⑶ 参加申込書を提出した後、企画提案書の差替、訂正、再提出をすることはでき

ない。ただし、市から指示があった場合を除く。 

⑷ 参加申込書を提出した後、市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求める

ことがある。 

⑸ プロポーザル参加に要する一切の費用は参加者負担とする。 

⑹ 提出された応募書類は理由の如何を問わず、返却しないこととする。 

⑺ 応募書類の審査内容に関する質問及び異議申し立てには、一切応じない。 

⑻ 公文書開示請求があった場合は、提出書類を門真市情報公開条例に基づき公開

をすることができるものとする。 

⑼ 提出書類の内容に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その

他日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手

法、維持管理手法等を用いた結果生じた事象に係る責任は、すべて参加者が負う

ものとする。 

⑽ 書類等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準時

及び計量法（平成４年法律第51号）に定める単位とする。 

⑾ 参加申込書の提出後、契約締結行為の途中並びに契約の履行中に、参加資格の

要件を欠く事由が生じた場合は、必要な措置を講じるものとする。 

 



（例） 

スケジュール  ※スケジュールは変更になる場合があります。 

 

令和８年 

７月17日(金) 募集・質問・企画提案書の受付開始 

７月31日(金) 質問受付の締切り 

８月７日(金) 質問回答の公表 

８月13日(木) 応募申込みの締切り 

８月21日(金) 参加資格確認結果通知 

８月28日(金) プレゼンテーション質疑応答 

９月２日(水) プレゼンテーション質疑応答の予備日 

９月中旬 結果公表→契約締結→準備期間 

10月上旬 事業開始 

 

11 問合せ先 

門真市中町１番１号 門真市役所 本館３階 

門真市総務部人事課人事研修グループ 

電話 直通  06（6902）5702 

大代表 06（6902）1231（内線2233～2235） 

代表  072（885）1231（内線2233～2235） 


